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そ

システムの適切な利用

の

の推進を図るため、職

他

員を対象とした研修を

　

２回実施しました。
な

】

お、成果指標としてい

【

る文書の電子決裁化率

協

については、近年はほ

働

ぼ横ばい状態となって

：

います。

Ａ：成果があ

】

がった

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

21年度 平成22年度

.

平成23年度 平成24

事

年度 平成25年度 平成

業

26年度 平成27年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成21年度 平成22

付

年度 平成23年度 平成

け

24年度 平成25年度

事

平成26年度 平成27

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成21年度 平成

名

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

業

年度 平成26年度 平成

担

27年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成23年

科

度の主な取組と成果

平

目

成23年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成23年度分) 頁

統合

種

文書管理システム推進

類

事業

総務部　行政総務

ハ

課

00－xxxxxx ー－xx0000 ○ ●

1

ド

1 市民と市がコミュニ

ソ

ケーションを重ね、相

フ

互の信頼関係を深める

ト

ために
行政改革の

01

根

市民と市がコミュニケ

拠

ーションを重ね、相互

法

の信頼関係を深めるた

令

めに
位置付け

03 誰も

等

が利用しやすい行政サ

対

ービスの提供

職員

□ □

象

□ □

行政文書を統合文

・

書管理システムで一元

受

管理することにより、

益

情報の共有化とペーパ

者

ーレス化を図るため、

事

文書の発生から廃
事務

業

処理の簡素化、効率化

期

、迅速化が図られてい

間

ます。 棄に至るまでを

委

電子的に管理すること

託

を推進します。

文書保

、

存箱引継数 箱

ペーパー

協

レス化による文書保存

働

箱の引継数

1,100

【

1,750 1,700

委

1,650 1,650

託

1,650 1,650

：

2,202 2,100

3

1,894

データベー

セ

ス化された文書の割合

ク

％

電子決裁文書数／文

・

書管理システムに登録

財

された決裁文書数×1

団

00

57 57 59 61

企

61 61 61

50 51

業

55

②：若干遅れてい

Ｎ

る

文書管理システムへ

Ｐ

の移行が十分に行えな

Ｏ

かったため。

文書管理
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位

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

施

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

策

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

へ

0 0 0 0 0 0 0

－ － －

の

0.60 0.55 0.

貢

50 0.20 0.20

献

0.20 0.20

0.

高

00 0.00 0.00

市

0.00 0.00 0.

民

00 0.00

5,01

満

4 4,543 4,05

足

2 1,603 1,60

度

3 1,603 1,60

を

3

5,014 4,54

高

3 4,052 1,60

め

3 1,603 1,60

る

3 1,603

● ○ ○ ○

方

○ ○ ○

文書の電子化は

策

、情報の共有化だけで

業

なくペーパーレス化に

有

よる財政健全化の効果

効

も期待できるため、引

性

き続き事業を継続して

継

いきます。

起案文書全

続

体に対する電子決裁文

に

書の増加を進めるため

よ

、これに必要な環境づ

る

くりに取り組みます。

成

行政文書の電子化にむ

果

けて、さらなる職員意

向

識の改善を
進めること

上

が必要と考えます。

の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平

項

成24年度 平成25年

目

度 平成26年度 平成2

分

7年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成25年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成25年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

行政文書の電子化によ

出

る一元管理は、事務処

総

理の簡素化
●□ 、効率

合

化、迅速化に寄与する

評

ものです。

□ ○
■
□ 統

価

合文書管理システムを

市

推進することにより、

民

情報の共
●□ 有化とペ

ニ

ーパーレス化が図られ

ー

ます。

□ ○
■
■ データ

ズ

化による情報の共有、

高

文書保存箱の引継数の

事

削減
●

□ が図られます

業

。
○

□
○

□
□ 文書管理

目

システムの運営コスト

的

の削減についての検討

の

を
○

■ 、引き続き行い

達

ます。
●

□
○

□

起案文

成

書等において、紙決裁

状

に慣れている職員が電

況

子決裁に移行しやすい

必

環境を、全庁的に構築

要

していくことが必要と

性

なります
。

情報蓄積、

市

共有化情報蓄積、共有

の

化情報蓄積、共有化情

関

報蓄積、共有化情報蓄

与

積、共有化情報蓄積、

の

共有化情報蓄積、共有

必

化

及びペーパーレス及

要

びペーパーレス及びペ

性

ーパーレス及びペーパ

低

ーレス及びペーパーレ

事

ス及びペーパーレス及

そ

びペーパーレス

化の推

の

進 化の推進 化の推進 化

他

の推進 化の推進 化の推

上

進 化の推進

0 0 0 0 0
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展開 平成24年度への展開 平成25年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

Ｂ：おおむね成果があがった Ｂ：おおむね成果があがった Ａ：成果があがった

③：遅れている ②：若干遅れている ②：若干遅れている

文書管理システムの適切な利用の推 文書管理システムの適切な利用の推 文書管理システムの適切な利用の推
進を図るため、職員を対象とした研 進を図るため、職員を対象とした研 進を図るため、職員を対象とした研
修を２回実施しました。 修を２回実施しました。 修を２回実施しました。
なお、活動指標に位置づけられてい なお、成果指標としている文書の電 なお、成果

５

指標としている文書の

.

電
る文書保存箱引継数

事

の削減について 子決裁

業

化率については、近年

展

はほぼ 子決裁化率につ

開

いては、近年はほぼ
は

の

、２０年度実績数１８

経

６０箱に対 横ばい状態

緯

となっています。 横ば

平

い状態となっています

成

。
して２１年度は２２

2

０２箱で、３４
０箱程

1

度の増加となりました

年

が、こ
れは定額給付金

度

関係書類の保存など
に

事

よるものです。

起案文

業

書等において、紙決裁

分

に慣れ 起案文書等にお

平

いて、紙決裁に慣れ 起

成

案文書等において、紙

2

決裁に慣れ
ている職員

2

が電子決済に移行しや

年

す ている職員が電子決

度

済に移行しやす ている

事

職員が電子決裁に移行

業

しやす
い環境を、全庁

分

的に構築していくこ い

平

環境を、全庁的に構築

成

していくこ い環境を、

2

全庁的に構築していく

3

こ
とが必要となります

年

。 とが必要となります

度

。 とが必要となります

事

。

現状の規模で継続 現

業

状の規模で継続 現状の

分

規模で継続

起案文書全

進

体に対する電子決済文

捗

書 起案文書全体に対す

状

る電子決済文書 起案文

況

書全体に対する電子決

主

裁文書
の増加を進める

な

ため、これに必要な の

取

増加を進めるため、こ

組

れに必要な の増加を進

と

めるため、これに必要

成

な
環境づくりに取り組

果

みます。 環境づくりに

検

取り組みます。 環境づ

証

くりに取り組みます。

結

行政改革事業 行政改革

果

事業 行政改革事業

平成23年度への



1 頁

そ

納品の本格導入に向け

の

た環境整備と、工事写

他

真の電子化を実施しま

　

した。また、電子化に

】

より保存文書を削減し

【

ました。

Ａ：成果があ

協

がった

働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

21年度 平成22年度

.

平成23年度 平成24

事

年度 平成25年度 平成

業

26年度 平成27年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成21年度 平成22

付

年度 平成23年度 平成

け

24年度 平成25年度

事

平成26年度 平成27

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成21年度 平成

名

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

業

年度 平成26年度 平成

担

27年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成23年

科

度の主な取組と成果

平

目

成23年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成23年度分) 頁

工事

種

書類電子納品化事業

総

類

務部　契約検査課

01 ハ－020101－14 ー0000 ○ ●

11 市民

ド

と市がコミュニケーシ

ソ

ョンを重ね、相互の信

フ

頼関係を深めるために

ト

行政改革の
01 市民と

根

市がコミュニケーショ

拠

ンを重ね、相互の信頼

法

関係を深めるために
位

令

置付け
03 誰もが利用

等

しやすい行政サービス

対

の提供

□ □ □ □

工事書

象

類及び委託成果品を電

・

子納品化することによ

受

り、担当者 担当者間で

益

のデータの共有化を図

者

るとともに、保存文書

事

の削減
間でのデータの

業

共有化が図られるとと

期

もに、保存文書が削減

間

さ のため、工事請負業

委

者が作成する施工・品

託

質管理などの書類や
れ

、

ています。 工事写真に

協

ついて、電子データに

働

よって納品する電子納

【

品を実
施します。

電子

委

納品化率 ％

電子納品化

託

された件数／総件数×

：

100

5 10 70 90

3

- - -

14 28 67

共

セ

有データの活用 ％

電子

ク

納品化された委託成果

・

品件数／総委託件数×

財

100

15 50 90 1

団

00 - - -

10 34 1

企

00

引継文書保存箱数

業

個

工事書類箱数

350

Ｎ

280 150 120 -

Ｐ

- -

350 280 15

Ｏ

0

①：予定どおり

電子
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位

ことが必要です。。

工

施

事等受注者への本格導

策

入への取り本格導入（

へ

次年度本格導入と事業

の

内事業内容の継続 事業

貢

内容の継続 事業内容の

献

継続

普及促進と事業内

高

組みと事業内容の以降

市

）への取り組容の見直

民

し

容の見直し 見直し み

満

と事業内容の見

直し

0

足

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

度

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

を

0 0 0 0 0 0 0

848

高

1,034 1,223

め

1,224 1,224

る

1,224 1,224

方

848 1,034 1,

策

223 1,224 1,

業

224 1,224 1,

有

224

70.43 98

効

.48 99.92

0.

性

90 0.90 0.90

継

0.70 0.70 0.

続

70 0.70

0.00

に

0.00 0.00 0.

よ

00 0.00 0.00

る

0.00

7,521 7

成

,434 7,294 5

果

,611 5,611 5

向

,611 5,611

8

上

,369 8,468 8

の

,517 6,835 6

可

,835 6,835 6

能

,835

● ○ ○ ○ ○ ○

性

○

全ての工事及び業務

低

委託において電子納品

そ

を実施します。

職員の

の

研修を継続し、成果品

他

の検収精度を向上させ

事

、また、請負事業者へ

業

制度の周知徹底をしま

の

す。
なお、平成２４年

目

度をもって、全面導入

的

が完了するため、平成

､

２５年度以降は事務事

対

業として運用を行いま

象

す。

業者への説明会等

､

も実施し、段階的実施

内

に向けて順調に
推移し

容

ております。

分 高
受益者負担､補助額

妥当性 中
業務の執行体制(人員配置､業務分担)

低
その他

析
業務プロセス改善による効率化の方策

高
コスト削減の可能性

効率性 中
事業手法(民活の余地､事業形態の検討)

低
その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平

項

成24年度 平成25年

目

度 平成26年度 平成2

分

7年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成25年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成25年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

電子納品化の段階的導

出

入を行い、請負事業者

総

による成果
●■ 品の提

合

出が問題なくされるよ

評

う、説明会等を開催し

価

、内

□ 容を徹底させま

市

す。 ○
□
□ 職員はもと

民

より、請負事業者にお

ニ

いても電子データでの

ー

●□ 管理ができ、電子

ズ

メール等の活用で打合

高

せ時間や図面修

■ 正等

事

に要する時間を短縮し

業

、時間の有効活用がで

目

きるこ ○
□ とで、工事

的

・委託の質の向上を期

の

待されます。

■ 国及び

達

県が推進している「公

成

共事業支援統合システ

状

ム（
●

□ CALS／E

況

C）に即したシステム

必

の導入であり、工事書

要

類の
○

□ 電子化と請負

性

事業者の能力向上を目

市

指します。
○

□
■ 工事

の

写真、設計図等を電子

関

化することにより、紙

与

資源の
●

■ 減量化・引

の

継ぎ書類の保管スペー

必

スの削減・データ共有

要

○
□ を図ることにより

性

、標準化や設計時間等

低

の短縮が期待さ
○

□ れ

事

ます。

試行結果の検証

そ

・分析を行った結果、

の

成果物の作成方法等に

他

ついて、ガイドライン

上

や基準の見直しを行う



3 頁

展開 平成24年度への展開 平成25年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

Ｂ：おおむね成果があがった Ｂ：おおむね成果があがった Ａ：成果があがった

①：予定どおり ①：予定どおり ①：予定どおり

電子納品の本格導入に向けた環境整 電子納品の本格導入に向けた環境整 電子納品の本格導入に向けた環境整
備と、工事写真の電子化を実施しま 備と、工事写真の電子化を実施しま 備と、工事写真の電子化を実施しま
した。また、電子化により保存文書 した。また、電子化により保存文書 した。また、電子化により保存文書
が削減されました。 が削減されました。 を削減しました。

５

段階的実施に伴い正し

.

い電子納品が 試行結果

事

の検証・分析を行った

業

結果 試行結果の検証・

展

分析を行った結果
実施

開

できるよう、試行結果

の

の検証・ 、成果物の作

経

成方法等について、ガ

緯

、成果物の作成方法等

平

について、ガ
分析を行

成

い、職員及び受注者へ

2

の情 イドラインや基準

1

の見直しが必要で イド

年

ラインや基準の見直し

度

を行うこ
報提供が必要

事

です。 す。 とが必要で

業

す。。

拡大して継続 拡

分

大して継続 現状の規模

平

で継続

対象工事費を設

成

定し、実施対象とな 職

2

員の研修を継続し、成

2

果品の検収 職員の研修

年

を継続し、成果品の検

度

収
る工事、委託を確定

事

します。 精度を向上さ

業

せ、また、請負事業者

分

精度を向上させ、また

平

、請負事業者
職員の研

成

修を行い、成果品の検

2

収を へ制度の周知徹底

3

をします。 へ制度の周

年

知徹底をします。
遅滞

度

なく行い、また、請負

事

事業者へ なお、平成２

業

４年度をもって、全面

分

の指導を実施します。

進

導入が完了するため、

捗

平成２５年度
実施内容

状

を検証し、ガイドライ

況

ン、 以降は事務事業と

主

して運用を行いま
基準

な

等の見直しを行います

取

。 す。

行政改革事業 行

組

政改革事業 事務事業

と成果

検証結果

平成23年度への



1 頁

そ

した。

Ｂ：おおむね成

の

果があがった

他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

21年度 平成22年度

.

平成23年度 平成24

事

年度 平成25年度 平成

業

26年度 平成27年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成21年度 平成22

付

年度 平成23年度 平成

け

24年度 平成25年度

事

平成26年度 平成27

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成21年度 平成

名

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

業

年度 平成26年度 平成

担

27年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成23年

科

度の主な取組と成果

平

目

成23年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成23年度分) 頁

電子

種

入札システム活用事業

類

総務部　契約検査課

0 ハ0－xxxxxx－x ーx0000 ○ ●

11 市

ド

民と市がコミュニケー

ソ

ションを重ね、相互の

フ

信頼関係を深めるため

ト

に
行政改革の

01 市民

根

と市がコミュニケーシ

拠

ョンを重ね、相互の信

法

頼関係を深めるために

令

位置付け
03 誰もが利

等

用しやすい行政サービ

対

スの提供

職員・事業者象           ・    ～ 平成２４年受 度

■ □ □ □

電子入札シ

益

ステムの活用により、

者

入札手続の透明性・競

事

争性の 入札手続の透明

業

性を図るため、契約検

期

査課が発注する物品・

間

一
向上を図ります。 般

委

業務委託の入札を電子

託

入札システムで行いま

、

す。

業種数 種

平成21

協

年度：2種、平成22

働

年度：2種　平成23

【

年度：2種　平成24

委

年度：全面実施

10 1

託

2 14 62 - - -

10

：

12 14

電子入札執行

3

率 ％

電子入札執行件数

セ

／契約主管課発注の物

ク

品・一般業務委託全入

・

札件数×100

60 8

財

0 85 86 - - -

60

団

70 73

①：予定どお

企

り

物品については、電

業

子入札の対象範囲を拡

Ｎ

大し、契約検査課から

Ｐ

発注する清掃業務委託

Ｏ

も電子入札で実施しま



2 頁

位

0 3.40 3.40 0

施

.00 0.00 0.0

策

0

0.00 0.00 0

へ

.00 0.00 0.0

の

0 0.00 0.00

2

貢

0,055 28,08

献

1 27,554 27,

高

251 0 0 0

20,0

市

55 28,081 27

民

,554 27,251

満

0 0 0

○ ○ ○ ○ ○ ● ○

足

物品の電子入札全面実

度

施を引き続き行います

を

。

物品の電子入札の全

高

面実施を引き続き行い

め

ます。
なお、平成２４

る

年度をもって、電子入

方

札の全面実施が完了す

策

るため、平成２４年度

業

で事業を終了します。

有

物品については、電子

効

入札の全面実施により

性

、入札手続
きの透明性

継

の向上が図られると考

続

えます。

による成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平

項

成24年度 平成25年

目

度 平成26年度 平成2

分

7年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成25年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成25年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

事業者の手間が軽減さ

出

れるとともに、市にと

総

っては入札
●□ 関連業

合

務の効率化と透明性が

評

向上されます。

■ ○
□

価

□ 競争原理に基づくコ

市

スト削減効果が期待で

民

きます。
●□

■ ○
□
■

ニ

経済性とともに、地元

ー

中小事業者の受注の機

ズ

会の増大が
●

□ 図られ

高

ます。
○

■
○

□
■ かな

事

がわ電子入札システム

業

（神奈川県、県内２８

目

市町村
●

□ 、県内広域

的

水道企業団が共同で運

の

営）を活用した運営を

達

○
□ 図ります。

○
□

平

成

成２４年度から物品の

状

電子入札全面実施にあ

況

たっては、継続して対

必

象業種登録者への周知

要

が必要です。

拡大範囲

性

（業種）拡大範囲（業

市

種）電子入札の全面実

の

電子入札の全面実

の検

関

討、拡大対象の検討、

与

拡大対象施に向けた準

の

備、施、拡大対象業種

必

業種登録者への周業種

要

登録者への周拡大対象

性

業種登録登録者への周

低

知

知 知 者への周知

0 0

事

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

そ

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

の

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

他

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

上

－ － －

2.40 3.4



3 頁

展開 平成24年度への展開 平成25年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

Ａ：成果があがった Ｂ：おおむね成果があがった Ｂ：おおむね成果があがった

①：予定どおり ①：予定どおり ①：予定どおり

物品については、電子入札の対象範 物品については、電子入札の対象範 物品については、電子入札の対象範
囲を拡大し、契約検査課からの発注 囲を拡大し、契約検査課からの発注 囲を拡大し、契約検査課から発注す
する清掃業務委託も電子入札で実施 する清掃業務委託も電子入札で実施 る清掃業務委託も電子入札で実施し
しました。 しました。 ました。

平成２４年度の電子入札全

５

面実施に 平成２４年度

.

の物品の電子入札全面

事

平成２４年度から物品

業

の電子入札全
向けて、

展

対象業種登録者への周

開

知の 実施にあたっては

の

、対象業種登録者 面実

経

施にあたっては、継続

緯

して対象
徹底が必要で

平

す。 への周知の徹底が

成

必要です。 業種登録者

2

への周知が必要です。

1

現状の規模で継続 現状

年

の規模で継続 終了

平成

度

２４年度の物品の電子

事

入札全面 平成２４年度

業

は、物品の電子入札を

分

物品の電子入札の全面

平

実施を引き続
実施に向

成

けて、準備作業を行い

2

ます 全面実施します。

2

き行います。
。 なお、

年

平成２４年度をもって

度

、電子
入札の全面実施

事

が完了するため、平
成

業

２４年度で事業を終了

分

します。

行政改革事業

平

行政改革事業 －

成23年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成23年度への



1 頁

そ

年度の排出実績を比較

の

した削減率

2 2 2 2 2

他

2 2

6.5 7 -3

ごみ

　

資源化率 ％

資源化量／

】

ごみの総排出量×10

【

0（前年度実績）

22

協

.2 21 21.4 21

働

.8 32 32 35.2

：

20.2 21.4 21

】

.7

①：予定どおり

燃

目

せるごみの減量を行う

的

ため、市民団体ととも

・

に水きりのキャンペー

目

ンやモニター事業を実

標

施しました。資源再生

事

物の分別指導
を行うた

業

め、緊急雇用対策事業

の

を活用して現場での指

概

導を実施しました。市

要

民向けに平塚市のごみの現状を理解していただくた
め「平塚市ごみ通信」を発行し周知に努めました。

Ｃ：十分に成果をあげることができなかった

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

21年度 平成22年度

.

平成23年度 平成24

事

年度 平成25年度 平成

業

26年度 平成27年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成21年度 平成22

付

年度 平成23年度 平成

け

24年度 平成25年度

事

平成26年度 平成27

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成21年度 平成

名

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

業

年度 平成26年度 平成

担

27年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成23年

科

度の主な取組と成果

平

目

成23年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成23年度分) 頁

ごみ

種

の減量化・資源化等推

類

進事業

環境部　資源循

ハ

環課

00－xxxxx ーx－xx0000 ○ ●ド

11 市民と市がコミュ

ソ

ニケーションを重ね、

フ

相互の信頼関係を深め

ト

るために
行政改革の

0

根

1 市民と市がコミュニ

拠

ケーションを重ね、相

法

互の信頼関係を深める

令

ために
位置付け

03 誰

等

もが利用しやすい行政

対

サービスの提供

□ □ □

象

□

新たな施策を検討す

・

ることにより、ごみの

受

減量化、資源化など 多

益

量排出事業者の排出抑

者

制、ごみの搬入処理手

事

数料の適正化な
の一層

業

の推進が図られていま

期

す。 ど、事業系一般廃

間

棄物の減量化を推進し

委

、剪定枝などの分別収

託

集と資源化施設整備を

、

検討します。他の排出

協

抑制策、分別の推
進の

働

成果を検証した上で、

【

家庭ごみ有料化の検討

委

を進めます。

事業系ご

託

み多量排出者への指導

：

件数 件

前年度の排出実

3

績に基づく指導件数

6

セ

5 62 59 56 55 5

ク

5 55

63 59 59

多

・

量排出事業所への立入

財

調査 社

前年度の排出実

団

績に基づく多量排出事

企

業所への立入調査数

8

業

10 13 15 15 15

Ｎ

15

10 7 13

多量排

Ｐ

出事業者による排出量

Ｏ

削減率 ％

前年度と前々



2 頁

位

進事業 源化等推進事業

施

源化等推進事業 源化等

策

推進事業 源化等推進事

へ

業 源化等推進事業

0 0

の

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

貢

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

献

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

高

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

市

－ － －

0.50 0.4

民

0 0.40 0.18 0

満

.18 0.18 0.1

足

8

0.00 0.00 0

度

.00 0.00 0.0

を

0 0.00 0.00

4

高

,178 3,304 3

め

,242 1,443 1

る

,443 1,443 1

方

,443

4,178 3

策

,304 3,242 1

業

,443 1,443 1

有

,443 1,443

●

効

○ ○ ○ ○ ○ ○

市は、排

性

出抑制、資源化、リサ

継

イクル化などで減量化

続

を促します。市民に対

に

しては、このような考

よ

え方を機会を捉えて伝

る

えてい
きます。また、

成

焼却量を削減するため

果

、剪定枝等の資源化、

向

新たなごみ減量化策に

上

ついては、検討してい

の

きます。

ごみの減量に

可

適したごみの分別区分

能

の作成に取り組みます

性

。

ごみの減量化、資源

低

化に向けた施策の実施

そ

に取り組みま
す。

の他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平

項

成24年度 平成25年

目

度 平成26年度 平成2

分

7年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成25年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成25年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

ごみの減量は、焼却施

出

設等の運転を長期的に

総

、安定的に
●■ 行うた

合

めに必要です。

■ ○
□

評

□ ごみの減量に対する

価

理解を深めるために、

市

継続して周知
●□ を行

民

うことは、ごみの減量

ニ

を進めるためには必要

ー

です。

■ ○
□
■ ごみの

ズ

排出は、市民１人１人

高

が毎日行うことなので

事

、市
●

□ 民のごみに対

業

する理解を深めていた

目

だくことは、将来の
○

的

□ ごみ処理を考えると

の

必要です。
○

□
□ キャ

達

ンペーンやＰＲ用のチ

成

ラシの作成をする等様

状

々な手
○

□ 段を使って

況

、ごみ減量化の必要性

必

を訴えていきます。
●

要

■
○

□

資源循環型社会

性

に向けて、ごみの減量

市

化・資源化を行う取り

の

組みは重要です。市は

関

、３Ｒの考え方に沿っ

与

て減量化・資源化を実

の

施していきます。市民

必

・事業者に対しては、

要

継続して周知していき

性

ます。

ごみの減量化・

低

資ごみの減量化・資ご

事

みの減量化・資ごみの

そ

減量化・資ごみの減量

の

化・資ごみの減量化・

他

資ごみの減量化・資

源

上

化等推進事業 源化等推



3 頁

展

ます。 別区分の作成に

開

取り組みます。 の作成

平

に取り組みます。

行政

成

改革事業 行政改革事業

2

行政改革事業

4年度への展開 平成25年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

Ｂ：おおむね成果があがった Ａ：成果があがった Ｃ：十分に成果をあげることができ
なかった

①：予定どおり ②：若干遅れている ①：予定どおり

燃せるごみの減量を行うため、市民 燃せるごみの減量を行うため、市民 燃せるごみの減量を行うため、市民
団体とともに水きりのキャンペーン 団体とともに水きりのキャンペーン 団体とともに水きりのキャンペーン
を実施しました。資源再生物の分別 を実施しました。資源再生物の分別 やモニター事業を実施しました。資
指導を行うため、緊急雇用対策事業 指

５

導を行うため、緊急雇

.

用対策事業 源再生物の

事

分別指導を行うため、

業

緊
を活用して現場での

展

指導を実施しま を活用

開

して現場での指導を実

の

施しま 急雇用対策事業

経

を活用して現場での
し

緯

た。紙ごみの分別を徹

平

底するよう した。市民

成

向けに平塚市のごみの

2

現 指導を実施しました

1

。市民向けに平
にチラ

年

シの作成や自治会を通

度

じた回 状を理解してい

事

ただくため「平塚市 塚

業

市のごみの現状を理解

分

していただ
覧の作成を

平

行いました。また、3

成

月 ごみ通信」を発行し

2

周知に努めまし くため

2

「平塚市ごみ通信」を

年

発行し
に「ごみ減量フ

度

ォーラム」を実施し た

事

。 周知に努めました。

業

、市民へごみの減量の

分

必要性を発信
しました

平

。

ごみの減量化は喫緊

成

の課題です。市 ごみの

2

減量化は喫緊の課題で

3

す。市 資源循環型社会

年

に向けて、ごみの減
は

度

、３Ｒの考え方に沿っ

事

て減量化・ は、３Ｒの

業

考え方に沿って減量化

分

・ 量化・資源化を行う

進

取り組みは重要
資源化

捗

を実施していきます。

状

市民に 資源化を実施し

況

ていきます。市民に で

主

す。市は、３Ｒの考え

な

方に沿って
対しては、

取

機会を捉えてごみの現

組

状 対しては、機会を捉

と

えてごみの現状 減量化

成

・資源化を実施してい

果

きます
を訴えていきま

検

す。 を訴えていきます

証

。 。市民・事業者に対

結

しては、継続し
て周知

果

していきます。

現状の

平

規模で継続 現状の規模

成

で継続 現状の規模で継

2

続

ごみの減量に適した

3

新しいごみの分 ごみの

年

減量に適した新しいご

度

みの分 ごみの減量に適

へ

したごみの分別区分
別

の

区分の作成に取り組み



1 頁

そ

0 - - - -

84,49

の

8 98,051 116

他

,147

①：予定どお

　

り

電子申請等のシステ

】

ム利用を促進し、総合

【

行政ネットワークの適

協

切な運用管理を行い、

働

情報セキュリティの推

：

進を図りました。

Ｃ：

】

十分に成果をあげるこ

目

とができなかった

的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

21年度 平成22年度

.

平成23年度 平成24

事

年度 平成25年度 平成

業

26年度 平成27年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成21年度 平成22

付

年度 平成23年度 平成

け

24年度 平成25年度

事

平成26年度 平成27

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成21年度 平成

名

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

業

年度 平成26年度 平成

担

27年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成23年

科

度の主な取組と成果

平

目

成23年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成23年度分) 頁

ＩＣ

種

Ｔ活用推進事業

企画部

類

　広報・情報政策課

0 ハ1－020106－0 ー70000 ○ ●

11 市

ド

民と市がコミュニケー

ソ

ションを重ね、相互の

フ

信頼関係を深めるため

ト

に
行政改革の

01 市民

根

と市がコミュニケーシ

拠

ョンを重ね、相互の信

法

頼関係を深めるために

令

位置付け
03 誰もが利

等

用しやすい行政サービ

対

スの提供

職員・市民 平象 成２２年度 ～ 

□ □

・

□ □

ＩＣＴ（情報や通

受

信に関する技術の総称

益

）を活用した庁内の情

者

電子申請等のシステム

事

利用を促進し、総合行

業

政ネットワークの
報化

期

と地域情報化が推進さ

間

れ、利便性の高い情報

委

の受発信が構 適切な運

託

用管理を行い、情報セ

、

キュリティの推進を図

協

ります。
築されていま

働

す。

電子申請システム

【

の利用登録者数（累計

委

） 人

400 650 70

託

0 800 850 850

：

606 703 748

よ

3

くある質問（ＦＡＱ）

セ

掲載件数 件

320 33

ク

0 - - - -

316 37

・

2 398

電子申請シス

財

テムの利用件数 件

27

団

0 280 280 280

企

280 280

144 1

業

65 104

よくある質

Ｎ

問（ＦＡＱ）アクセス

Ｐ

件数（累計） 件

100

Ｏ

,000 115,00



2 頁

位

0

0 0 0 0 0 0 0

0 2

施

8,982 12,24

策

4 13,414 13,

へ

414 13,414 1

の

3,414

0 28,9

貢

82 12,244 13

献

,414 13,414

高

13,414 13,4

市

14

－ 90.53 68

民

.88

0.00 2.3

満

2 1.77 1.77 1

足

.77 1.77 1.7

度

7

0.00 0.00 0

を

.00 0.00 0.0

高

0 0.00 0.00

0

め

19,161 14,3

る

45 14,187 14

方

,187 14,187

策

14,187

0 48,

業

143 26,589 2

有

7,601 27,60

効

1 27,601 27,

性

601

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

継

電子申請の利用促進等

続

について継続して取り

に

組んでいきます。

電子

よ

申請の利用促進および

る

各課の地図情報データ

成

の整備と庁内共有化を

果

推進します。

ＩＣＴの

向

利活用による行政事務

上

の改善や市民サービス

の

向
上のため、庁内情報

可

化、地域情報化を総合

能

的に推進して
いきます

性

。

低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平

項

成24年度 平成25年

目

度 平成26年度 平成2

分

7年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成25年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成25年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

市民の利便性向上や行

出

政事務の簡素化・効率

総

化・標準化
●■ などに

合

効果的であるため必要

評

です。

□ ○
□
□ ＩＣＴ

価

を活用して行政事務お

市

よび行政サービスを行

民

うこ
●■ とは、庁内情

ニ

報化および地域情報化

ー

に有効です。

■ ○
□
■

ズ

ＩＣＴの活用を推進す

高

ることは、市民の利便

事

性向上はも
○

□ とより

業

、開かれた市政の推進

目

にも寄与するため妥当

的

です
●

□ 。
○

□
□ ＩＣ

の

Ｔを活用することによ

達

り行政事務及び行政サ

成

ービス
○

■ を見直しす

状

るため、事務に係るコ

況

スト削減の可能性があ

必

●
□ ります。

○
□

電子

要

申請の利用状況改善と

性

情報セキュリティの維

市

持向上の取り組みが必

の

要と思われます。

電子

関

申請の利用促電子申請

与

の利用促電子申請の利

の

用促電子申請の利用促

必

電子申請の利用促電子

要

申請の利用促

進、よく

性

ある質問進、よくある

低

質問進ほか 進ほか 進ほ

事

か 進ほか

（ＦＡＱ)の

そ

デー （ＦＡＱ)のデー

の

タ整備ほか タ整備ほか

他

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

上

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0



3 頁

展開 平成24年度への展開 平成25年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ｂ：おおむね成果があがった Ｃ：十分に成果をあげることができ
なかった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

システムの更改を行い、利便性が高 電子申請等のシステム利用を促進し
まった。 、総合行政ネットワークの適切な運

用管理を行い、情報セキュリティの
推進を図りました。

電子申請の利用状況改善とよくある 電子申請の利用状況改善と情報セキ 電子申請の利用状況改善と情報セキ
質問（ＦＡＱ）データ整備、情報セ ュリティの維持向上の取り組みが必 ュリティの維持向上の取り組みが必
キュリテ

５

ィの維持向上の取り組

.

みが 要。 要と思われま

事

す。
必要。

－ 現状の規

業

模で継続 現状の規模で

展

継続

各課の地図情報デ

開

ータの整備と庁内 電子

の

申請の利用促進および

経

各課の地
共有化の促進

緯

を進めていきます。 図

平

情報データの整備と庁

成

内共有化を
推進します

2

。

行政改革事業 行政改

1

革事業 行政改革事業

年度事業分 平成22年度事業分 平成23年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成23年度への



1 頁

そ

付説明会に参加するな

の

ど、情報収集に努めま

他

した。

Ａ：成果があが

　

った

】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

21年度 平成22年度

.

平成23年度 平成24

事

年度 平成25年度 平成

業

26年度 平成27年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成21年度 平成22

付

年度 平成23年度 平成

け

24年度 平成25年度

事

平成26年度 平成27

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成21年度 平成

名

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

業

年度 平成26年度 平成

担

27年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成23年

科

度の主な取組と成果

平

目

成23年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成23年度分) 頁

市民

種

窓口センターあり方検

類

討事業

企画部　企画課

ハ00－xxxxxx－ ーxx0000 ○ ●

11

ド

市民と市がコミュニケ

ソ

ーションを重ね、相互

フ

の信頼関係を深めるた

ト

めに
行政改革の

01 市

根

民と市がコミュニケー

拠

ションを重ね、相互の

法

信頼関係を深めるため

令

に
位置付け

03 誰もが

等

利用しやすい行政サー

対

ビスの提供

市民 平成２象 ３年度 ～ 平成２６・ 年度

□ □ □ □

市民が身

受

近な場所で証明書など

益

の交付ができるように

者

なってい 市役所や窓口

事

センターに行かなくて

業

も市の様々な証明書が

期

受け
ます。 られるよう

間

に、コンビニ交付の手

委

法などを検討するとと

託

もに、
市民窓口センタ

、

ーの今後のあり方を検

協

討し、決定事項を推進

働

し
ます。

検討の進捗状

【

況 ％

平成23・24年

委

度：検討60%、平成

託

25年度：検討のまと

：

め20%、平成26年

3

度：決定事項の推進2

セ

0%

30 60 80 10

ク

0 -

30

①：予定どお

・

り

関係課を集めた検討

財

会議を開催し、コンビ

団

ニ交付の現状や市民窓

企

口センタ―の証明発行

業

状況などの説明と、今

Ｎ

後の会議の進め方
につ

Ｐ

いて確認しました。ま

Ｏ

た、職員がコンビニ交
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位

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

施

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

策

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

へ

0 0

0 0 0 0 0 0 0

－

の

－ －

0.00 0.00

貢

0.15 0.15 0.

献

15 0.15 0.00

高

0.00 0.00 0.

市

00 0.00 0.00

民

0.00 0.00

0 0

満

1,216 1,203

足

1,203 1,203

度

0

0 0 1,216 1,

を

203 1,203 1,

高

203 0

● ○ ○ ○ ○ ○

め

○

市民窓口センタ―あ

る

り方検討会を継続しま

方

す。

市民窓口センタ―

策

のあり方について方向

業

性を明らかにするとと

有

もに、検討結果等につ

効

いて報告書にまとめま

性

す。

市民に対して、ま

継

た行政として必要性が

続

ある事業なので
、着実

に

に進めていきたいと考

よ

えます。

る成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平

項

成24年度 平成25年

目

度 平成26年度 平成2

分

7年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成25年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成25年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

検討会議を進めること

出

で、コンビニ交付など

総

の新しい証
●■ 明書発

合

行サービス等の導入や

評

市民窓口センタ―統廃

価

合へ

□ の展望が開け、

市

市民の利便性向上や、

民

行政コスト削減へ ○
□

ニ

の可能性が高まります

ー

。

□ 国において共通番

ズ

号制度の検討が進めら

高

れており、それ
●■ に

事

対応する形で会議を進

業

め、成果向上につなげ

目

ます。

■ ○
□
■ システ

的

ムのネットワーク化が

の

普及・拡大してきてい

達

るこ
●

□ とや、行政コ

成

スト削減が求められて

状

いる昨今の社会情勢
○

況

□ から、妥当性があり

必

ます。
○

□
■ 検討会議

要

が計画的に進められる

性

よう、工夫する必要が

市

あ
○

□ ります。
●

□
○

の

□

情報技術に係る資料

関

の収集を進めるととも

与

に、国の共通番号制度

の

検討や他の自治体の動

必

向等を注視しながら、

要

検討会議を進行管
理し

性

ます。

取扱業務等の検

低

討取扱業務等の検討取

事

扱業務等の検討決定事

そ

項の実施に

のまとめ・

の

決定、向けた準備・推

他

進

決定事項の実施に

向

上

けた準備・推進

0 0 0
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展開 平成24年度への展開 平成25年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ － Ａ：成果があがった

－ － ①：予定どおり

関係課を集めた検討会議を開催し、
コンビニ交付の現状や市民窓口セン
タ―の証明発行状況などの説明と、
今後の会議の進め方について確認し
ました。また、職員がコンビニ交付
説明会に参加するなど、情報収集に
努めました。

情報技術に係る資料の収集を進める
とともに、国の共通番号制度検討や
他の自治体の動向等を注視しながら
、検討会議を進行管理します。

新規 新規 現状の規模で継続

市民窓口センタ―のあり方について
方向性を明らかにするとともに

５

、検
討結果等について

.

報告書にまとめま
す。

事

行政改革事業 行政改革

業

事業 行政改革事業

展開の経緯

平成21年度事業分 平成22年度事業分 平成23年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成23年度への
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